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政策金利は2008年10月以来、約17年ぶりの水準に

 1月の日銀金融政策決定会合において、政策金利の0. 50%への引き上げが決定された。
 経済・物価の見通しが実現すれば引き続き政策金利を引き上げ、金融緩和の度合いを調整する姿勢を改め

て示した。
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出所)図表1,2は日本銀行、図表3,4はブルームバーグのデータをもとに
ニッセイアセットマネジメント作成

追加利上げを決定
 日銀は1月23～24日の金融政策決定会合で、政策

金利を0.50%に引き上げることを決定しました(図
表1)。日銀は国内外の経済や賃金・物価動向等を
見極め、今後も金融緩和の度合いを調整する姿勢
です。

 展望レポートでは、2024年度から2026年度の消
費者物価指数(除く生鮮食品)の上昇率の見通しを、
前回から引き上げています。2026年度までの物
価上昇率が2%以上になると見通しており、今後の
追加利上げが意識されます。(図表2)。

図表1：当面の金融政策運営について

データ期間：2024年11月1日～2025年1月24日(日次)

図表3： 10年国債利回りの推移

図表4：日経平均株価、米ドル／円相場の動向

追加利上げの決定で円高が進行
 展望レポートの経済と物価の見通しから、さらな

る利上げが意識され、長期金利が上昇しました(図
表3)。 24日の日経平均株価は、市場が追加利上
げが織り込み済みだったことで大きな混乱はなく、
前日比ー0.07％で終えました。米ドル/円相場は、
1ドル=155円台まで上昇しました(図表4)。

 次の追加利上げ時期について、日銀は、国内の賃
上げと価格転嫁、不確実性が高いトランプ大統領
の政策等を、引き続き注視するとみられます。

(円) (円)

(月/日)

金融市場調節方針

政策金利 政策金利(無担保コール翌日物レート)を
0.50％程度で推移するよう促す

データ期間：2024年11月1日～2025年1月24日(日次)

日銀植田総裁
「見通しが実現すれば引き続き金利を引き上
げ」
 植田総裁は会見で経済・物価の見通しが実現すれ

ば引き続き金利を引き上げる姿勢を示しました。
植田総裁は先月25日、2025年の金融政策運営に
ついて『経済・物価情勢の改善が続いていくので
あれば、それに応じて政策金利を引き上げ、金融
緩和の度合いを調整していく』と発言したことで、
1月の政策決定会合での利上げの見方が強まって
いました。今回の会見では、2%の「物価安定の目
標」の達成に向けて『見通し実現の確度は高まっ
てきている』と発言し、今回の利上げ決定の背景
には、経済・物価の見通しが見通し通りに推移し
ていることや、トランプ政権の発足で大きな混乱
が見られなかったことがあると考えられます。植
田総裁は今後の利上げの可能性について『予断は
持たず適切に政策を判断する』と述べ、さらなる
利上げの可能性を示しました。

臨時レポート
日銀1月 0.50％への追加利上げを決定

図表2： 1月展望レポート(経済と物価の見通し)

※政策委員見通しの中央値(▲はマイナスを表します)

実質ＧＤＰ
成長率

消費者物価指数
（除く生鮮食品）

2024年度 対前年度比
（10月との差異）

＋0.5％
（▲0.1%）

+2.7％
（+0.2%）

2025年度 対前年度比
（10月との差異）

＋1.1％
(0.0%)

+2.4％
(+0.5%)

2026年度 対前年度比
（10月との差異）

＋1.0％
(0.0%)

+2.0％
(+0.1%)

(%)

(月/日)



 

【当資料に関する留意点】

• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、
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ません。実際の投資等に係る最終的な決定はご自身で判断してください。
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のではありません。
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• 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行
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ませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。
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コールセンター 0120-762-506
 ９：00～17：00(土日祝日・年末年始を除く)

ホームページ       https://www.nam.co.jp/
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